
 

 

【韓国】 総合指数は週間で 0.6％安と続落、北朝鮮懸念で売り優勢 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 0.6％安と続落。地政学リスクの高まりで総じて売り優勢の展開となった。北朝鮮の核実験を受けて

週明け 4日は大幅安でスタート。9日の建国記念日に向けて北朝鮮による新たな挑発行為への警戒感も根強く、週央にか

けて運用リスクを回避する動きが強まり、6日終値は約 1カ月

ぶりの安値。7 日は米朝軍事衝突への懸念が幾分和らいだ上、

米政権が韓国との自由貿易協定(FTA)の破棄を見送ったと伝わ

ったことを好感して 6営業日ぶりに反発となったものの、8 日

は小反落して週の取引を終えた。在韓米軍による高度防衛ミサ

イル（THAAD）の追加配備で中国との関係悪化が懸念された。

今週は北朝鮮の動向をにらみ神経質な展開か。韓国国内では金

融、貿易、雇用など重要経済指標の発表が続く。 

 

【ロシア】 RTS指数は 1.7％高と 4週続伸、今週は中銀の利下げ観測を好感か 

先週の動き／今週の展望 

RTS 指数は週間で 1.7％高と 4 週続伸。前週まで 3 週続伸した流れを引き継ぎ、総じて堅調に推移した。週半ばまで

は前週の大幅上昇の反動や原油価格の上昇一服の影響でマイナス圏での取引が続いた。ただ、ハリケーンの影響で稼働を

停止していた米国の製油所の操業再開に加え、ロシアのノバ

ク・エネルギー相が協調減産の合意延長を選択する可能性があ

るとの見解を示したことで、6 日はブレント原油価格が 54 ド

ル台まで上昇。RTS指数も連れ高し、引け間際にプラス圏に浮

上した。ロシア中央銀行のナビウリナ総裁が「15 日の会合で

0.25－0.50％の利下げについて協議するだろう」と発言したこ

とも支援材料となり、指数は週後半に 5 月半ば以来の 1120 ド

ル超え。利下げを意識し、今週も堅調な値動きが続くか。 

 

【ベトナム】 VN指数は週間で 1.6％高と 3週続伸、今週も上昇トレンド継続か 

先週の動き／今週の展望 

VN 指数は週間で 1.6％高と 3 週続伸。4 日が国慶節の祝日で休場だったため、4 営業日の取引となった。連休明け 5

日の寄り付きで 790 ポイントを上抜けた指数は、前週から 8 日まで 7 営業日続伸。北朝鮮リスクは意識されたものの、

前週発表された良好な複数の経済指標を支援材料に買い優勢

の展開が続いた。指数は 8 日に 802.90 ポイントまで上昇し、

終値でも 2008年 2月以来の 800ポイント台を回復した。個別

では銀行株の多くが値を崩した上、時価総額 1位のビナミルク

が 1.6％安と相場の重しとなったが、サイゴンビールが 10.7％

高、マッサングループが 10.4％高、先週相場をけん引したビン

グループが 2.4％高となり、指数を押し上げた。今週はスピー

ド調整も予想されるが、上昇トレンド継続か。 
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【インドネシア】 
【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 0.1％

安、今週は 8月の貿易統計に期待 

ジャカルタ総合指数は週間で 0.1％安と小幅に続落。後半の

買い戻しが週の下げ幅を縮めた。4 日は北朝鮮が前日に核実験

を実施したことを受けた国際情勢の緊迫化が嫌気されて 5営業

日続落。同日に発表された 8 月の日経 PMI が 3 カ月ぶりに景

況感の分岐点となる 50 ポイントを回復したことに加え、同月

の CPI 上昇率が市場予想をやや下回り物価上昇圧力が低下し

たものの補えなかった。その後は 7日まで一進一退が続いたが、

8 日は中国の 8 月の輸入額が市場予想から上振れしたことが好

感され、続伸して取引を終了した。今週は 11 日に 7 月の小売

売上高、15日に 8月の貿易統計が発表される予定。 

 

【タイ】 

【シンガポール】 

【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は

1.5％安、外部要因が指数下落をけん引。 

ストレーツタイムズ指数は週間で 1.5％安と 3週ぶりに反落。

週初の下落が響き総じて軟調だった。連休明けの 4日は北朝鮮

の核実験に加え、前週末に発表された 8月の米雇用統計で、非

農業部門の就業者増加数が市場予想を下回ったことを受けて

金融株を中心に売られ、指数は前営業日比 1.4％下落。一方で 5

日は、前日の取引終了後に発表された 8月の製造業PMIが 51.8

と 14年 11月以来の高水準に達したことで買い戻された。ただ、

勢いは続かず 6日に反落すると週末まで小幅なレンジでもみ合

って取引を終了。今週は 12 日に 7 月の小売売上高が発表され

る予定で、増加率の市場予想は前年同月比 1.7％となっている。 

 

【先週の動き／今週の展望】SET 指数は 1.1％高、13 年 5

月以来の高値を更新 

SET指数は週間で 1.1％高と 4週続伸。国内の重要イベント

が少ない中、インラック前首相の国外逃亡を受けた政治不安緩

和への期待感で大幅に値上がりした前週の勢いを維持した。指

数は週初からじりじりと上値を広げ、特に 7日は前日に米国の

債務問題で上限を 12 月まで引き上げる案が合意され、不履行

が一時的に回避されたことで買われると、結局、週末まで 7営

業日続伸。8 日は 13 年 5 月以来の高値を更新して引けた。今

週も国内の経済指標の発表が少なく、北朝鮮の動向や中国の 8

月の小売売上高と鉱工業生産、米国の CPIなどの外部要因に左

右されそうだ。週末の NYダウが反発したことは追い風。 

 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

0.4％高、7月の輸出は前年同月比 30.9％増 

クアラルンプール総合指数は 4日間の取引で 0.4％高と続伸。

週を通じ小幅な値動きに終始した。マレーシアで開催された東

南アジア競技大会での功績をたたえ、臨時の祝日となった 4日

は休場で、5 日は北朝鮮を巡る地政学リスクの高まりを受けて

反落。一方で 6日は 7月の輸出額の増加率が前年同月比 30.9％

と市場予想から上振れたことを受けて買われた。今週は 11 日

発表の 7月の鉱工業生産に対する市場の反応が焦点。市場では

政府・与党が近く解散総選挙に踏み切るとの見方が再浮上して

おり、観測次第で株式相場が左右されそうだ。前週末に為替相

場で米ドルに対するリンギ高が加速したことは好材料。 
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